
令和４年度つくば市下水道事業会計決算の概要と経営分析 

 

●令和４年度の主な取組 

事業経営に当たっては、下水道未整備地域の下水管布設工事やストックマネ

ジメント計画に基づき、老朽化の進む管路施設及びポンプ場の改築更新事業等

を実施しました。 

 

本年度の業務実績については、接続戸数は前年実績を上回りました。収支につ

いては、収益は前年並みだったのに対し、費用はポンプ場管理費の委託料や流域

下水道維持管理負担金が前年比増となりましたが、昨年度に引き続き黒字とな

りました。 

 

建設改良事業では、未整備地域の下水道管布設工事を実施するとともに、老朽

化が進む管渠の更生工事や、ストックマネジメント計画に基づくポンプ場施設

の改築・更新事業、つくばエクスプレス沿線開発事業を行いました。 

  

  



●業務実績 

 
 

※用語について 

処理区域面積：下水道法により処理開始が公示または通知された処理区域の面積 

行政人口：年度末の住民基本台帳人口 

処理区域内人口：下水道法により処理開始が公示または通知された処理区域の年度末人口 

下水道普及率：行政区域内人口に対する処理区域内の人口の割合（処理区域内人口／行政人口） 

水洗化人口：処理区域内において実際に下水道に接続し、使用している人口 

水洗化率：処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水を処理している人口の割合 

年間排水量：茨城県の流域下水道につくば市から排水した汚水等の１年間の総量 

年間有収水量：下水道使用料の徴収の対象となる水量 

有収率：処理した汚水のうち、使用料徴収の対象となる有収水の割合 

  

処 理 区 域 面 積 ha 8,397 8,324 73 0.9

管 渠 延 長 km 2,040 2,020 20 1.0

行 政 人 口 人 252,286 247,399 4,887 2.0

処 理 区 域 内 人 口 人 217,269 212,283 4,986 2.3

下 水 道 普 及 率 ％ 86.12 85.81 0.31 －

水 洗 化 人 口 人 208,054 203,223 4,831 2.4

水 洗 化 率 ％ 95.76 95.73 0.03 －

年 間 排 水 量 ㎥ 29,771,327 29,724,173 47,154 0.2

年 間 有 収 水 量 ㎥ 26,372,274 26,518,068 △ 145,794 △ 0.5

有 収 率 ％ 88.58 89.21 △ 0.63 －

総 職 員 数 人 30 25 5 20.0

項　　目 単位 令和４年度 令和３年度 比較増減 増減率（％）



●収益的収支（公営企業の経営活動に伴い発生するすべての収入・支出） 

（単位：千円、税込み） 

項       目 令和４年度 令和３年度 比較増減 

収 益 的 収 入  10,744,108 10,751,280 △7,172 

収 益 的 支 出  10,457,381 10,305,595 151,786 

収 支 差 引 286,727 445,685 △158,958 

 

●資本的収支（公営企業の活動を行うために必要な施設の整備や拡充などの建設改良に要する収入・支出） 

（単位：千円、税込み） 

項      目 令和４年度 令和３年度 比較増減 

資 本 的 収 入  3,756,539 5,211,758 △1,455,219 

資 本 的 支 出  5,236,932 6,147,561 △910,629 

収 支 差 引 △1,480,393 △935,803 △544,590 

※資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額（資本的収入額 3,756,539 千円のう

ち翌年度に繰り越される建設改良費の支出財源に充当する企業債 151,100 千円、補助

金 54,533 千円及び負担金 10,780 千円を除く額）は、損益勘定留保資金（減価償却費

等の現金支出を伴わない経費）等で補塡しました。 

 

  



●比較損益計算書 

 

 

●比較貸借対照表 

 

 

  

10,351,754 10,357,583 △ 5,829 △ 0.1

（１）営業収益 4,646,590 4,636,777 9,813 0.2

（２）営業外収益 5,705,164 5,710,813 △ 5,649 △ 0.1

（３）特別利益 - 9,993 △ 9,993 -

10,161,204 10,036,144 125,060 1.2

（１）営業費用 9,569,171 9,386,725 182,446 1.9

（２）営業外費用 589,532 648,478 △ 58,946 △ 9.1

（３）特別損失 2,501 941 1,560 165.8

190,550 321,439 △ 130,889 △ 40.7

1　総収益

２　総費用

損　　　　益

区　　　分 令和４年度 令和３年度 比較増減 増減率

固定資産 167,175,398 171,510,918 △ 4,335,520 32,182,599 32,667,222 △ 484,623

流動資産 3,993,035 3,634,880 358,155 4,730,143 5,151,753 △ 421,610

103,612,896 106,874,579 △ 3,261,683

140,525,638 144,693,554 △ 4,167,916

固有資本金 28,514,644 28,514,644 0

繰入資本金 - - -

組入資本金 - - -

資本剰余金 1,793,499 1,793,499 0

利益剰余金 334,652 144,101 190,551

未処理欠損金（△） - - -

30,642,795 30,452,244 190,551

合計 171,168,433 175,145,798 △ 3,977,365 171,168,433 175,145,798 △ 3,977,365合　計

資本合計

繰延収益

負債合計

資
本
金

剰
余
金

流動負債

資　　産　　の　　部 負　債　及　び　資　本　の　部

科　　目 令和４年度 令和３年度 比較増減 科　　目 令和４年度 令和３年度 比較増減

固定負債



●財務分析 

 

 

●経営分析表 

 
※「前年度比較」は、指標が向上又は改善していれば「〇」、悪化していれば「×」を表現

しています。 

 

  

自 己 資 本
構 成 比 率

固 定 資 産 対
長 期 資 本 比 率

総 収 益 対
総 費 用 比 率

経 常 収 益 対
経 常 費 用 比 率

営 業 収 益 対
営 業 費 用 比 率

固 定 資 産
構 成 比 率

企業債償還元金対
減 価 償 却 費 比 率

企 業 債 償 還 元 金
対 使 用 料 比 率

企 業 債 利 息
対 使 用 料 比 率

職 員 給 与 費
対 使 用 料 比 率

×100
使用料収入の中で職員給与費の比率を示す。
比率は低いほど良好である。

使用料収入

〇
企業債利息

×100
使用料収入に占める企業債利息の比率を示す。
比率は低いほど良好である。

使用料収入
△ 1.2

当年度減価償却費－長期前受金戻入
△ 9.9

12 4.0 ％ 2.9 ％

11 13.9 ％ 15.1 ％

1.1 ×
職員給与費

事業の財産構成の適正度を示す。
比率は低いほど良好である。

固定資産＋流動資産
％ △ 0.2

10 64.7 ％ 69.7 ％

9 125.3 ％ 135.2 ％

△ 5.0 〇
企業債償還元金

×100
使用料収入の中で
企業債償還額の比率を示す。
比率は低いほど良好である。使用料収入

〇
企業債償還元金   

×100
投下資本の回収と再投資との間のバランスを示す。
比率は100％以下が望ましい。

経常収益
×100

使用料収入や一般会計からの繰入金等の収益で
費用をどの程度賄えているかを表す。
比率は100％以上が望ましい。経常費用

△ 1.2

8 固 定 比 率 124.5 ％ 124.9

7 97.7 ％ 97.9

％ △ 0.4 〇
固定資産

×100
資本の固定状態から資金的弾力性を示す。
比率は100％以下が望ましい。

資本金＋剰余金＋繰延収益

〇
固定資産

×100

収益と費用の相対的な関連を示す。
比率は100％以上が望ましい。

総費用

〇
流動資産

×100
企業の支払い能力を示す。
比率は200％以上が望ましい。

流動負債

6 48.6 ％ 49.4 ％

5 101.9 ％ 103.1 ％

△ 0.8 ×
営業収益

×100
営業収益と営業費用の相対的な関連を示す。
一般的に比率は100％以上が望ましい。

営業費用

×

固定資産が長期資本によって
調達されている割合を示す。
常に100％以下で、かつ低いことが望ましい。資本金＋剰余金＋固定負債＋繰延収益

3 流 動 比 率 84.4 ％ 70.6 ％ 13.8

2 100.4 ％ 100.9 ％ △ 0.5 〇
固定資産

4 101.9 ％ 103.2 ％ △ 1.3 ×
総収益

分 析 項 目 令和４年度 令和３年度 比較増減
前年度
比較 備　　　　　　　　　考

×100

×100

解         説

1 78.4 ％ 78.4 ％ 0.0 ―
資本金＋剰余金＋繰延収益

×100
総資本に対する自己資本の占める割合を示す。
比率が高いほど経営が安定している。

負債・資本合計

解         説

1 使 用 料 単 価 148.8 円/㎥ 148.5 円/㎥ 0.3 〇
使用料収入

分 析 項 目 令和４年度 令和３年度 比較増減
前年度
比較

備　　　　　　　　　考

有収水量1㎥当たりの使用量収入を示す。

150円/㎥以上が望ましい。年間総有収水量

使用料収入
×100

使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で
賄えているかを示す。
100％以上が望ましい。汚水処理費

汚水処理費
有収水量1㎥当たりに要する費用を示す。

年間総有収水量

3 経 費 回 収 率 99.2 ％ 99.0 ％ 0.2

2 汚 水 処 理 原 価 150.0 円/㎥ 150.0 円/㎥ 0.0 ―

〇



●令和４年度キャッシュ･フロー計算書 

 

(単位：円、税抜き)

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　 当年度純利益 190,550,527

　　 減価償却費 7,033,594,694

　　 固定資産除却費 8,605,709

　　 貸倒引当金の増減額(△は減少) △ 1,853,972

　　 長期前受金戻入額 △ 5,009,505,006

　　 受取利息及び受取配当金 △ 19,559

　　 支払利息 545,335,565

　　 未収金の増減額(△は増加) △ 41,794,016

　　 未払金の増減額(△は減少) △ 232,059,721

　　 引当金の増減額(△は減少) 1,431,542

　　 その他の流動負債の増減額(△は減少) 28,210

　　 小計 2,494,313,973

　　 利息及び配当金の受取額 19,559

　　 利息の支払額 △ 545,335,565

　　 業務活動によるキャッシュ・フロー 1,948,997,967

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　 固定資産の取得による支出 △ 2,837,028,637

　　 国庫補助金等による収入 1,635,098,883

　　 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,201,929,754

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 2,111,500,000

　　 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 2,536,858,027

　　 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 425,358,027

　 資金増加額(又は減少額) 321,710,186

　 資金期首残高 2,787,754,393

　 資金期末残高 3,109,464,579


